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はじめに  

 
  我が国において 2001 年１月 30日に電磁的記録式投票機を用いて投票を行

うことができることを定めた「地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係

る電磁的記録式投票機を用いて行う投票方法等の特例に関する法律」が成立

し、2002 年２月１日から施行された。この法律は地方選挙に電子投票の道

を開いたものであり、何よりも画期的なことは地方公共団体自らが投票方法

を選択することができるようになったことである。同法の施行により、2002

年６月 23 日に岡山県新見市において初めての電子投票が行われたのを皮切

りに、2003 年２月２日に広島市安芸区で電子投票が行われ、その後も宮城

県白石市など数団体が電子投票の実施に関心を寄せている。 

アメリカでは、2000 年の大統領選挙での投票用紙の問題以来、電子投票

を導入する州が次々と増えてきている。 

また、パンチカードシステムなどの旧式の投票機器を使用している州が、

新しい投票機器に変更する場合には、連邦政府が一定額の補助金を支給する

等の条項が盛り込まれた「2002 年米国投票制度改善法」（Help America Vote 

Act.(H.R.3295)）が 2002 年 10 月 29 日ブッシュ大統領によって署名された

ことにより、この流れは広がっていくものと考えられる。 

本レポートでは、電子投票の状況に焦点をあてたものではあるが、第１章

では、その前提として、それぞれ異なる選挙制度を持つ州がどのように選挙

を執行しているのかということについて説明し、第２章では、高齢者および

身体障害者の投票への参加を容易にする取組みについて述べ、続く第３章で、

州またはカウンティが、どのように電子投票を導入したか、第４章では、2002

年の中間選挙の概況、第５章では、その中間選挙で、実際に電子投票を使用

した投票がどのように行われたか２つのカウンティでの状況を紹介するこ

ととしている。本レポートが日本の自治体等で、電子投票導入を考えておら

れる方々をはじめ選挙事務関係者のお役に立てれば、幸いである。 

なお、本レポートの作成にあたっては、メリーランド州、リバーサイドカ

ウンティ、タラントカウンティ、ハリスカウンティ、マイアミデイドカウン

ティ、パームビーチカウンティ、全国選挙管理委員会連合会の関係者など多

くの方々に貴重な資料、ご助言をいただいた。ここに改めて厚く御礼申し上

げる次第である。 

 

 
 
 

（財）自治体国際化協会 ニューヨーク事務所長  
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概 要 

 

第 1 章 米国の州および地方団体の選挙 

本章では、米国の州の選挙の執行について説明する。米国では日本と異な

り、各州または地方団体が独自に法律等で選挙の執行方法を定めている。任

期、予備選挙の方法、立候補の条件等が異なるほか、選挙人の登録について

もノースダコタ州のように選挙人登録が必要ない州からデラウェア州のよ

うに州の永住権が必要な州まで様々である。不在者投票について自由にでき

る州、何らかの理由が必要な州、またその理由についても様々である。この

ような各州によって異なる選挙の執行について項目別に紹介していくもの

である。 

 

第２章 高齢者および身体障害者に対する選挙対応 

本章では、米国の高齢者および身体障害者の投票への参加を容易にする取

組みを米国会計検査院（United States General Accounting Office（GAO））

のレポート(「VOTERS WITH DISABILITIES Access to Polling Places and 

Alternative Voting Methods」)を中心に各州の状況について説明するとと

もに、投票権法(Voting Right Act.)による少数民族の言語による選挙時の

情報提供についても併せて紹介するものである。 

 

第３章 米国の電子投票 

本章では、米国でどのような投票機器が使用されているか、その使用割合、

投票システムのガイドラインについて説明するとともに、併せてカリフォル

ニア州リバーサイドカウンティ、テキサス州タラントカウンティ、テキサス

州ハリスカウンティ、メリーランド州における電子投票の導入の経緯、使用

機器等について現地調査をもとに紹介するものである。また、2000 年の大

統領選挙の後にフロリダ州で起こったような投票の問題を防ぐことおよび

選挙手続きを明確にするために作られた「2002 年米国投票制度改善法」（Help 

America Vote Act.(H.R.3295)）について、併せて紹介をするものである。 

 

第４章 2002 年中間選挙の概況 

 本章では、共和党がジンクスをうち破り、下院および知事選で過半数を維

持するとともに、上院においても過半数を獲得し圧勝した 2002 年の中間選

挙の概況について、連邦上院議員、連邦下院議員、州知事、州議会議員選挙

の結果等について New York Times 等の記事から、紹介するものである。 
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第５章 フロリダ州における選挙の執行(2002 年中間選挙) 

本章では、中間選挙の前日、当日のマイアミデイドカウンティでの選挙の

執行および選挙の翌日のパームビーチカウンティの実際の執行の様子につ

いて現地調査をもとに紹介するものである。  
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第１章 米国の州および地方団体の選挙 

１ 選挙の類型 

   米国の選挙は、大きく分けると連邦政府、州政府、市町村の３つに分類

される。  
 (1)  連邦政府 

① 大 統 領：任期４年 国民の一般投票により選ばれた選挙人が、  
(president)      大統領を選出  

②   上院議員：任期６年 各州から二人ずつ選出  
   (senate）            ２年ごとに１ /３の議員が改選 (100 人 )     
③   下院議員：任期２年 各州の議員は人口に応じて決定 1されるが、

(house of         州は少なくとも一人の下院議員を持つこと    
representatives)     ができる。 (435 人 ) 

(2)  州政府 

基本的には、①～③の任期であるが、ニューヨーク州他 10 州2の上院

議員の任期は２年。アラバマ州、ルイジアナ州、メリーランド州および

ミシシッピー州の下院議員の任期は４年である。また、バーモント州と

ニューハンプシャー州の州知事の任期は２年である。ネブラスカ州では、

一院しか存在せず「Senate」と呼ばれている。  
①   上院議員 (senate）：任期４年  
②   下院議員 (assembly3)：任期２年  

  ③   州知 事(governor)：任期４年  
(3)  カウンティおよび地方団体 

   州政府の選挙よりさらに多様性を増し、一般的な共通のルールは存在

しないといっても良い。任期も各自治体により異なり、１年から４年に

わたっている。議員選挙の場合、同時選挙 (concurrent)のタイプと時差

選挙 (Staggered)のタイプに分けられる。「同時選挙」とは、すべての議

席が任期満了とともにいっせいに改選されることをいい、「時差選挙」

とは議席の半数若しくは１ /3 が何年かおきに改選されることをいう。  
 
 
 

                                           
1 下院議院の 435 議席のうち、50 州それぞれが下院に１議席を得る権利を憲法により与えられ、

他の 385 議席については、国勢調査の結果をもとにした各州の人口によって議席を調整のうえ割

り当てられる。州の人口が他の州と比較して大きく変化すると下院はその州の議員の定数を増減

し再配分を行う。また、憲法は選挙区の人口が殆ど等しいことを要求しているため、各州はたと

え州の議員の定数に変更がなくても、州内の人口の変化により区割見直しの過程を踏まなくては

ならない。  
2 アリゾナ州、コネチカット州、ジョージア州、アイダホ州、メイン州、マサチューセッツ州、ニ

ューハンプシャー州、ノースカロライナ州、サウスダコタ州、バーモント州  
3  General Assembly, House of Representatives とも言う。  
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２ 選挙のスケジュール 

  日本では、政党の候補者は政党組織によって選出されるが、米国の二大

政党（民主党・共和党）の候補者は、政党支持者が直接投票する予備選挙

(primary election)において指名される。予備選挙で選ばれた両党の候補

者はその後の一般選挙 (general election)において決選投票が行われる。  
  なお、党の候補者が１名しかいない場合には、予備選挙は行われない。 

(1)  予備選挙 

  ①   選挙権  
     すべての州で共通しているのは、以下の３点であるが、そのほかの

要件については州またはカウンティにより異  
なる。   

   ・アメリカ合衆国市民であること。  
   ・18 歳以上であること。  
   ・州の住民であること。  
  ②   執行方法  

   予備選挙の執行方法4は各州法によって定め 

られているが、ほとんどの州では、実際の選 

挙の執行（投票機器の選択、開票、集計等） 

については、州法の範囲内において各カウンティの選挙管理委員会に

委任している。 

予備選挙は大きく分けて 

ア 党員だけに選挙権を認めている「閉鎖型予備選挙」 

(closed primary) 

イ 党籍および党資格がなくても選挙権を認める「開放型予備選挙」 

(open primary) 

の二つに分けられるが、「閉鎖型予備選挙」を採用している州が多い。 

 (2)  決選投票(run off) 

       多数の候補者が立候補した場合によく見られるケースであり、予備 

選挙において過半数の票を獲得したものがいない場合に獲得票の多い

上位２名によって決選投票が行われる。  

 (3) 一般選挙(general election) 

    大統領選挙、連邦上下院の選挙と地方団体の選挙を同日に行うとこ

ろが多い。予備選挙で選ばれた両党の候補者およびその他の独立系の

候補者が一般選挙に臨むこととなる。 

 (4) 補欠選挙(special election) 

   議員の辞職、死亡等の理由により、欠員になった場合に議員を補充  
するために行われる選挙。選挙の執行については、各州法によって定  
められる。 

                                           
4 予備選挙の行われる日も州およびカウンティによって異なる。  

予備選挙投票所周辺の様子  
（メリーランド州  
モンゴメリーカウンティ）  
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州別予備選挙の方法 

          （出典：Federal Election Commission(FEC)資料より作成） 

 政党登録 

の有無 
選挙方法  政党登録

の有無 
選挙方法 

Alabama 無 オープン（公開投票） Montana 無 オープン（秘密投票） 

Alaska 無 ブランケット Nebraska 有 クローズド 

Arkansas 無 オープン（公開投票） Nevada 有 クローズド 

Arizona 有 クローズド（無党派可） New Hampshire 有 クローズド（無党派可）

California 有 ブランケット(州の選挙)

クローズド(大統領選挙)

New Jersey 有 クローズド 

Colorado 有 クローズド（無党派可） New Mexico 有 クローズド 

Connecticut 有 クローズド New York 有 クローズド 

Delaware 有 クローズド North Carolina 有 クローズド（無党派可）

Washington DC 有 クローズド North Dakota 無 オープン（秘密投票） 

Florida 有 クローズド（無党派可） Ohio 無 オープン（公開投票） 

Georgia 無 オープン（公開投票） Oklahoma 有 クローズド 

Hawaii 無 オープン（秘密投票） Oregon 有 クローズド 

Idaho 無 オープン（秘密投票） Pennsylvania 有 クローズド 

Illinois 無 オープン（公開投票） Rhode Island 有 クローズド（無党派可）

Indiana 無 オープン（公開投票） South Carolina 無 オープン（公開投票） 

Iowa 有 クローズド（無党派可） South Dakota 有 クローズド 

Kansas 有 クローズド（無党派可） Tennessee 無 オープン（公開投票） 

Kentucky 有 クローズド Texas 無 オープン（公開投票） 

Louisiana 有 ブランケット(州の選挙)

クローズド(大統領選挙)

Utah 有 クローズド（無党派可）

Maine 有 クローズド Vermont 無 オープン(秘密投票)州 

オープン（公開投票）大統

領 

Maryland 有 クローズド(R)（無党派可）Virginia 無 オープン（公開投票） 

Massachusetts 有 クローズド（無党派可） Washington 無 ブランケット(州の選挙)
クローズド（無党派可）大

統領 

Michigan 無 オープン（秘密投票） West Virginia 有 クローズド(R)（無党派可）

Minnesota 無 オープン（秘密投票） Wisconsin 無 オープン（秘密投票） 

Mississippi 無 オープン（公開投票） Wyoming 有 クローズド 

Missouri 無 オープン（秘密投票）  

（用語説明） 

ブランケット 

 

・・・・・・・・・・ 全ての立候補者が記載された投票用紙で投票 

クローズド ・・・・・・・・ 登録した党員のみ投票可能  

クローズド(無党派可)・・・・・・・・・・ 登録した党員のみ投票可能だが、無党派の投票者も投票可能 

オープン（公開投票）・・・・・・・・・・ 有権者はいずれの党の候補者にも投票できるが、選挙の当日に自分がどの党に

投票するかを公表しなければならない 

オープン（秘密投票）・・・・・・・・・・ 有権者はいずれの党の候補者にも投票でき、また、選挙の当日に自分がどの党

に投票するかを公表する必要もない 

R(Republican Party) ･････････共和党 

D(Democratic Party) ･････････民主党  

※ ルイジアナ州では、連邦上院および下院の予備選挙は行っていない。 
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３ 政党の認可 

  政党の法的規制等については州レベルで行われている。州法に規定する 

 条件を満たして認可された政党だけが、政党とみなされる。各州によって 

 規則が異なることもあり、政党であるための法的要件は州によって厳しい 

 ところとそうでないところがある。例えば、ニューヨーク州では、直近の 

 州知事選挙に出馬した党の候補者が最低５万票を獲得していなければ、公 

 式の党として州の認可はされない。 

 

４  立候補（被選挙権） 

立候補予定者は、候補者登録のための願書をカウンティの選挙管理委員

会に提出し、登録料を支払う必要がある。また、願書の提出には、立候補

者の所属する選挙区の一定割合の有権者（選挙人登録がされている有権

者）の推薦書が必要である。推薦書には有権者の住所が記載され、署名が

されていなければならないが、これはその有効性を確認するためのもので

ある。その後、選挙を総括するカウンティの選挙管理委員会が、立候補予

定者が資格要件を満たしているか確認し、全てを満たしていると判断され

た場合、初めて公式な候補者として認められる。 

州上下院議員および州知事の資格要件については、年齢、市民権、居住

期間等が州法によって定められている。 

 (1)  州上下院議員                

①  年齢要件 

年齢要件は全ての州で定められて 

おり、下院議員の場合、21 歳以上と 

している州が 25 州と最も多く、次い 

で 18 歳以上が 19 州、24 歳以上が３ 

州、25 歳以上が３州となっている。   

上院議員の場合、下院議員の年齢 

よりも高い年齢をもって要件として 

いる州が多く、具体的には 25 歳以 

上としている州が 43 州と多い。ケ 

ンタッキー州、ミズーリー州、ニュ 

ーハンプシャー州、ニュージャージ 

ー州、テネシー州の５州が 30 歳以 

上とし、デラウェア州が 27 歳以上、 

テキサス州が 26 歳以上としている。 

 

 

 

州下院議員の年齢要件  

25歳
以上
6%

24歳
以上
6%

18歳
以上
37%

21歳
以上
51%

州上院議員の年齢要件  

25歳
以上
86%

30歳
以上
10%

26歳
以上
2%

27歳
以上
2%
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② 居住要件 

     ある一定期間州の居住者であることを要件としている州が多い。最

短は１年以上、最長はニューハンプシャー州の上院議員に係る７年以

上である。また、選挙区の居住者であることを要件としている州もあ

るが、60 日以上という州から２年以上とする州まで様々である。 

③  市民権 

    アメリカ合衆国市民である他にアラバマ州、デラウェア州等の州で

は州の市民権を保有することが必要である。 

④  その他 

    このほかにも過去における重罪の経歴等を持つ者に対し、制限を課

している州もある。 

(2)  州知事 

①  年齢要件 

年齢要件はカンザス州、マサチューセッツ州、バーモント州以外の

全ての州で定められており、30 歳以上としている州が 34 州と最も多

く、次いで 25 歳以上と 18 歳以上がそれぞれ６州、31 歳以上が１州

となっている。 

② 居住要件 

     ある一定期間州の居住者であることを要件としている州が多い。最

短は 30 日以上、最長はミズーリー州の 10 年以上である。 

③  市民権 

    アメリカ合衆国市民である他に州の市民権を保有することが必要

な州もある。 

④  その他 

    このほかにも過去における重罪の経歴等を持つ者に対し、制限を課

している州もある。 

 

５ 選挙人登録 

  米国では、一般的に選挙権を持つ市民であっても選挙人登録をしなけれ 

ば、投票できない仕組みとなっている。登録要件は各州によって異なって

いる。なお、異動したとき、氏名の変更があったとき、自分の支持する政

党が変わったときには再度登録をしなくてはならない。 

 登録には直接選挙管理委員会に行く方法、電話で登録をする方法、郵送 

による方法、ウェッブサイトでのオンライン登録による方法があり、締切 

り日は各州によって異なる。アイダホ州、メイン州、ミネソタ州、ニュー 

ハンプシャー州、ウイスコンシン州、ワイオミング州のように選挙の当日 

に投票所で登録をすることが可能な州もある。 

 また、カリフォルニア州では、家庭内暴力、ストーカーの被害者が登録 

を行いやすいように住所等の登録情報を極秘情報として取り扱うサービ 



 6

ＮＶＲＡ法による共通登録申請書 

 

スを行っている。手続きは、セーフ・アット・ホーム登録所(Safe at Home  

enrolling agencies) の 極 秘 有 権 者 登 録 申 請 書 (confidential voter 
registration affidavit)に記入するだけである。一度登録をすると自動的に

不在者投票有権者(absent voter status)となり、自宅でプライバシーを

侵害されることなく、郵送により投票することができる。  

(1)  連邦選挙民登録法(National Voter Registration Act.) 

 「連邦選挙民登録法」(以下「NVRA 法」という。）は、1993 年に登録 

方法を簡略化し、投票率の向上を図る目的で制定された。 

NVRA 法ができる前は、各州で登録手続きが煩雑あるいは不明確であ

ったが、NVRA 法の施行により、ほとんどの州の選挙人登録様式は統一5さ

れるとともに、登録を希望する者は、陸運局6(Motor vehicle)、社会保

険事務所、図書館、大学等あらゆる場所での登録および郵送による登録

が可能となった。 

  ＦＥＣの調査によると 1999 年から 2000 年の間に選挙人登録をした 

者のうち 38％が陸運局で登録し、また 31％が郵送により登録をした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           
5 各州のホームページによるとノースダコタ州は選挙人登録制度がないので対象外であり、ワイオ

ミング州は州法を変えない限りこの様式を使用することができなく、ニューハンプシャー州では市

または町の職員が自らの不在者投票の申請のためだけに使用できる。  
6 18 歳以上の国民の訳 90％は運転免許証か陸運局発行の身分証明書を所持している。  



 7

(2)  選挙人登録要件（選挙権を有する者） 

アメリカで投票を行うためには、ほとんどの州で選挙人登録をしなけ

ればならない。選挙人登録をするためには、いくつかの要件が州ごとに

定められており、各州によって異なるが、基本的には①から③までの 

     ① アメリカ合衆国市民であること 

   ② 18 歳以上であること  
   ③ 州の住民であること  
   の要件をほとんどの州は求めている。なお、このほかに重罪の経歴、裁

判所によって精神的無能力者の宣告をされていないかということを要

件にしている州もある。 

　　　　　　　区分 年齢制限 その他 NVRA法による郵便登録

州名 （投票日以前に18歳以上） 州　内 カウンティ 選挙区 の要件 締切(投票日前)

Alabama ○ ○ Ａ・Ｃ・Ｄ 10日前
Alaska 登録の90日前に18歳以上 - Ａ・Ｅ 30日前
Arizona ○ Ａ・Ｃ 29日前
Arkansas ○ ○ Ａ 30日前
California ○ ○ Ａ・Ｃ 15日前
Colorado ○ 投票日の30日以前 Ａ 29日前
Connecticut 17歳以上* ○ Ａ・Ｃ 14日前
Delaware ○ 州の永住権必要 Ａ・Ｃ 20日前
Florida 17歳以上* ○ ○ Ａ・Ｃ・Ｄ・Ｅ 29日前
Georgia ○ ○ ○ Ａ・Ｃ 第五月曜日まで
Hawaii 16歳以上* ○ Ａ・Ｃ 30日前
Idaho ○ Ａ 25日前
Illinois ○ 投票日の30日以前 投票日の30日以前 Ａ・Ｅ 28日前
Indiana ○ 投票日の30日以前 Ａ 29日前
Iowa 17歳6ヶ月以上* ○ Ａ・Ｃ・Ｅ 10日前
Kansas ○ ○ Ａ・Ｃ・Ｅ 15日前
Kentucky ○ 投票日の28日以前 Ａ・Ｃ・Ｅ 29日前
Louisiana 17歳以上* ○ Ａ・Ｃ 30日前
Maine 17歳以上* ○ ○ - 10営業日前
Maryland ○ ○ Ｂ・Ｃ 21日前の21時まで

Massachusetts ○ ○ Ａ(+贈収賄)・Ｃ 20日前
Michigan 投票の30日以前に18歳以上 Ａ・Ｃ 30日前
Minnesota ○ 投票日の20日以前 Ａ・Ｃ 21日前の17時まで

Mississippi ○ Ａ・Ｂ・Ｃ 30日前
Missouri 17歳6ヶ月以上* ○ Ａ・Ｂ・Ｃ 28日前
Montana ○ Ａ・Ｃ 30日前
Nebraska ○ ○ Ａ・Ｃ 第３金曜日まで
Nevada ○ 投票日の30日以前 投票日の10日前 Ａ・Ｃ・Ｅ 第５土曜日の21時まで

New Hampshire ○ 州に永久的な居住を持っている。 Ａ 10日前
New Jersey ○ Ａ 29日前
New Mexico ○ ○ Ａ・Ｃ 28日前
New York 12月31日までに18歳以上 Ａ・Ｃ・Ｅ 25日前
North Carolina ○ Ａ・Ｃ・Ｅ 25日前
North Dakota
Ohio ○ ○ Ａ・Ｃ 30日前
Oklahoma ○ ○ Ａ・Ｃ 25日前
Oregon ○ ○ - 21日前
Pennsylvania ○ 投票日の30日以前 投票日の30日以前 - 30日前
Rhode Island ○ 投票日の30日以前 Ａ 30日前
South Carolina ○ ○ Ａ・Ｃ・Ｅ 30日前
South Dakota ○ ○ Ａ・Ｃ 15日前
Tennessee ○ ○ Ａ・Ｃ 30日前
Texas 17歳10ヶ月以上* ○ Ａ・Ｃ 30日前
Utah ○ 投票日の30日以前 Ａ・Ｃ 20日前
Vermont ○ ○ Ａ・Ｃ・Ｄ 第２土曜日まで
Virginia ○ ○ ○ Ａ・Ｃ 29日前
Washington ○ Ｂ 30日前
West Virginia ○ ○ Ａ 20日前
Wisconsin ○ 投票日の30日以前 Ａ・Ｃ 13日前
Wyoming ○ ○ Ａ・Ｃ 郵便登録を認めない。

*：投票日には18歳以上であることが要求される。
Ａ＝重罪の有罪判決を受けていない。受けたとしても現在市民権が回復している。
Ｂ＝破廉恥罪の有罪判決を受けていない。受けたとしても現在市民権が回復している。
Ｃ＝裁判所等により精神的無能力者の宣告をされていない。
Ｄ＝アメリカ合衆国憲法及び州法を堅守することを宣誓する。
Ｅ＝他のいかなる場所においても投票権を主張しない。

選挙人登録に必要な要件
（出典：Federal Election Commission(FEC)資料より作成）

居住要件

投票日の30日以前

投票日の30日以前

投票日の29日以前

投票日の30日以前

投票日の30日以前

投票日の30日以前

投票日の30日以前(NY市含む。）

投票日の30日以前

選挙人登録制度がない。

投票日の30日以前
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６ 選挙人登録名簿（州全体の選挙人登録名簿データベース） 

  州および各地方団体はそれぞれ選挙人登録名簿を作成しているが、州全

体の選挙人名簿データベース（以下「全体の選挙人名簿」という。）につ

いては、取り扱いが各州によって異なる。 

(1)  全体の選挙人名簿の整備状況の類型 

全体の選挙人名簿の整備状況については、４つに分類することができ 

る。 

① 「統一型データベース」(Unified database) 

    州と地方団体が、一つのデータベースを共有しているもの。デー 

タの修正は、州または地方団体の選挙管理委員会がそれぞれ直接行う 

ことができる。 

 2002 年２月現在、10 州がこのシステムを使用しているが、そのう 

ち９州は選挙人登録者数が 300 人未満の人口であり、一番大きいのは 

ミシガン州の 499 万人と比較的小さな州で採用されている。アラスカ 

を除くほとんどの州のデータベースは、州およびカウンティの選挙管 

理委員会によって管理され、双方ともにデータの変更または修正する 

権限をもっているが、アラスカ州では、州だけが管理およびデータの 

変更または修正をする権限も持っている。 

② 「接続可能な集積型データベース」 

(Accessible compilation database) 

    地方団体のデータベースのデータを集積して州のデータベースと 

して使用するもの。それぞれの地方団体からデータベースに接続する 

ことができるとともに、地方団体は名簿への追加、削除あるいは変更 

のための権限を単独に持っている。州のデータベースは１年に１度し 

か変更されないので、各カウンティで持っている選挙人名簿のデータ 

との間にはタイムラグが生じる。  

2002 年２月現在、13 州がこのシステムを採用しているが、アラバ

マ州、コロラド州、コネチカット州、アイオワ州、モンタナ州および

ノースカロライナ州の６州で、「統一型」と「集積型」が混合したシ

ステムを実行している。このシステムは、地方団体が自らのデータベ

ースを持ち、そのデータを州が集計するか、統一型のように州のデー

タベースを自分のデータベースとして使用するか選べるものである。

このシステムは、自らコンピュータシステムを持つことができない小

さなカウンティに有益である。 

③ 「接続不可能な集積型データベース」(Compilation database) 

  地方団体のデータベースのデータを集積して州のデータベースと 

して使用するもの。地方団体は名簿への追加、削除あるいは変更のた 

めの権限を単独に持っているが、それぞれの地方団体から接続するこ 

とはできない。 
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2002 年２月現在、14 州がこのシステムを採用している。 

④ 「データベースを持っていない。」(No database) 

  州は、各カウンティに選挙人名簿の統計を送るよう要求をするが、

全体の選挙人登録名簿を作成するわけではない。 

2002 年２月現在、８州がこのシステムを採用している。 

(2)  必要経費 

 どれだけの機能を付加7するかによって経費が変わってくる。全体の

選挙人登録データベースを構築するためにモンタナ州では 10 万ドル、

ペンシルバニア州では 850 万ドルの経費を要する見込みである。ミシガ

ン州では選挙権を有する者のデータベースを作成するだけで 760 万ド

ル、メインテナンスに毎年 140 万ドルを要する見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           
7 州のデータベースと一体化するものか、他の州政府機関とリンクさせているか、フォーマットを

標準化し、共通のソフトウェアを使用するか、新しいハードウェアおよびソフトウェアを購入する

か等  

10州「統一型データベース」(Unified database)
13州「接続可能な集積型データベース」(Accessible compilation database)

14州「接続不可能な集積型データベース」(Compilation database)
13州「データベースを持っていない。」(No database)

（出典：Election Online 資料より作成）
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　　　　　　　区分 Population Total Percent Unified Accessible CompilationNO
18 and over registered registered databace compilation database database

州名 database

Alabama 3,278 2,411 74.6 ○
Alaska 412 299 74.9 ○
Arizona 3,524 1,879 60.0 ○
Arkansas 1,893 1,125 60.8 ○
California 24,749 13,061 65.8 ○
Colorado 3,049 1,954 68.5 ○
Connecticut 2,415 1,510 67.4 ○
Delaware 567 385 70.8 ○
Florida 11,633 7,043 69.9 ○
Georgia 5,775 3,528 63.5 ○
Hawaii 855 402 52.2 ○
Idaho 927 569 63.9 ○
Illinois 8,859 5,911 72.8 ○
Indiana 4,380 3,000 69.7 ○
Iowa 2,110 1,524 75.9 ○
Kansas 1,908 1,293 69.4 ○
Kentucky 2,996 2,087 71.5 ○
Louisiana 3,143 2,369 76.6 ○
Maine 979 786 81.4 ○
Maryland 3,812 2,499 70.1 ○
Massachusetts 4,614 3,244 76.4 ○
Michigan 7,231 4,996 71.7 ○
Minnesota 3,506 2,688 78.9 ○
Mississippi 2,029 1,465 73.2 ○
Missouri 4,066 3,023 75.8 ○
Montana 658 461 70.8 ○
Nebraska 1,205 865 73.5 ○
Nevada 1,377 720 58.5 ○
New Hampshire 902 628 73.2 ○
New Jersey 6,109 3,859 70.7 ○
New Mexico 1,261 750 63.1 ○
New York 13,725 8,047 67.7 ○
North Carolina 5,629 3,720 69.7 ○
North Dakota 449 409 92.0
Ohio 8,301 5,561 68.3 ○
Oklahoma 2,457 1,679 70.0 ○
Oregon 2,515 1,714 74.7 ○
Pennsylvania 8,950 5,847 67.3 ○
Rhode Island 729 508 73.7 ○
South Carolina 2,929 1,993 68.8 ○
South Dakota 530 376 71.6 ○
Tennessee 4,173 2,590 63.7 ○
Texas 14,533 8,929 69.0 ○
Utah 1,472 953 69.1 ○
Vermont 458 330 73.1 ○
Virginia 5,177 3,317 67.5 ○
Washington 4,314 2,852 69.9 ○
West Virginia 1,405 886 63.4 ○
Wisconsin 3,884 2,970 79.1 ○
Wyoming 350 240 69.1 ○

州全体の選挙人登録名簿の有無
（出典：Election Online及びU.S.Census Bureau資料より作成）

選挙人登録制度がない。
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７ 選挙人登録者の本人確認 

  選挙人登録、不在者投票または投票等の際、本人かどうかの確認をする

必要があるが、州および地方団体において確認の方法は異なる。 

 (1) 本人確認が必要な状況 

  ① 選挙人登録 

  ② 初めての選挙人登録を郵送でする場合(First-time voter)(８州)   

  ③ 不在者投票の申請をする場合 

  ④ 投票   

 (2)  本人確認方法の類型 

   本人確認方法については、５つに分類することができる。 

  ① 「ＩＤによる確認」(ID Required) 

    選挙人は買い物カード、クレジットカード、リース若しくは公共料

金の請求書等（以下「ID カード」という。）を選挙管理委員会職員ま

たは選挙従事者に提示しなくてはならない。 

  ② 「ＩＤによる確認(Optional)」(ID Optional) 

    選挙人は選挙管理委員会職員または選挙従事者から求めがあった

場合にはＩＤを提示しなくてはならない。     

  ③ 「署名照合による確認」(Signature match)   

    選挙人の署名と投票所に備え付けの登録名簿の署名とを選挙管理

委員会職員または選挙従事者が照合する。 

  ④ 「署名による確認」(Signature) 

    選挙人は備え付けの Poll Book に署名をする。 

  ⑤ 「名前による確認」(Name) 

    選挙人は選管職員または選挙従事者に入り口で名前を告げる。 

      ①～⑤の確認方法を併せて適用し、本人の確認を行っている州もある。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

ＩＤが必要
ＩＤが必要（オプション）
署名一致
署名
名前

 

（出典：Election Online資料より作成） 
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　　　　　　　区分 ＩＤ ID signature signature name first-time

required optional match voter 

州名 requirement

Alabama ○
Alaska ○
Arizona ○
Arkansas ○ ○
California ○
Colorado ○
Connecticut ○
Delaware ○ ○
Florida ○ ○
Georgia ○
Hawaii ○
Idaho ○
Illinois ○ ○
Indiana ○
Iowa ○
Kansas ○
Kentucky ○
Louisiana ○ ○
Maine ○
Maryland ○
Massachusetts ○
Michigan ○ ○
Minnesota ○
Mississippi ○
Missouri ○ ○
Montana ○
Nebraska ○
Nevada ○
New Hampshire ○
New Jersey ○
New Mexico ○
New York ○
North Carolina ○
North Dakota ○
Ohio ○
Oklahoma ○
Oregon ○
Pennsylvania ○
Rhode Island ○
South Carolina ○ ○
South Dakota ○
Tennessee ○ ○ ○
Texas ○
Utah ○
Vermont ○
Virginia ○ ○
Washington ○
West Virginia ○ ○
Wisconsin ○
Wyoming ○
Source:  Election Online & U.S. Census Bureau
date:  February  2002

選挙登録人の本人確認
（出典：Election Online資料より作成）
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８ 在外投票  

  1986 年に制定された「軍人および海外在住 

者の不在者投票法」（Uniformed and  

Overseas Citizens Absentee Voting Act） 

により、アメリカにおける在外投票制度が確 

立した。 

  この法律は、米国防総省が所管している。 

この法律の施行を確実にするために「Federal 

 Voting Assistance Program」が作成され、 

現在 13 名のスタッフにより運営されている。 

 (1) 「Federal Voting Assistance Program」概要 

  ① 目的 

・ 海外に在住している米国民への選挙啓発お 

よび情報の提供 

・ 選挙への参加の促進 

・ 選挙の執行能力の向上、保護 

  ② 対象（600 万人以上が対象） 

・ 軍属(米国内に勤務しているが、選挙人登 

録をしている州から離れている軍属も含む。) 

・ 公務員 

・ 米国の商船員 

・ 軍属、公務員および米国の商船員の家族 

・ 米国以外に居住している米国人 

(2) 活動  

  ① 報告 

 大統領選挙が行われる年の選挙結果を調査し、この法律がいかに働

いているかを大統領と議会に報告する義務がある。その際、州および

地方団体においてどのような問題があったかも調査される。 

  ② 在外投票のための統一申請様式の作成 

    各州の選挙の情 

報および統一様式 

を印刷した冊子を 

作成し、米国内、 

海外の基地、大使 

館および領事館に 

送付する。この冊 

子を元に選挙人が 

本来登録してある 

カウンティに申請 

冊子  各州の要綱・申請様式

啓発用ポスター  
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書を送付する。なお、この 

様式は、ホームページから 

ダウンロードすることもで 

きるが、その後サインをし 

て郵送する必要がある。基 

本的に切手はいらないが、 

個人で観光している場合に 

は切手が必要である。   

  ③ ＦＡＸサービス 

    48 州でこのＦＡＸサービスが認められているが、送ることのでき

る書類は州により異なる（投票用紙、申請書等）。郵送したのでは、

期限に間に合わない場合には、記入済みの登録申請書をＦＡＸで取り

急ぎ送信し、その後、現物を郵送することができる州もある。   

 (3)  投票率 

   1992 年から 2000 年 

における投票率は右の 

図のとおりである。 

公務員および軍属に 

ついては、居住地見つ 

けることが容易である 

ため、啓発を行いやす 

いが、一般の人々につ 

いては、居住地を見つ 

けるのは大変であるこ 

とから啓発もしにくい 

ため、投票率も低い。 

  

 

(4) パイロットプロジェクト 

① 「Voting Over the Internet Pilot Project」 

2000 年の選挙で、小規模ではあるが、 

海外からインターネットを利用して投 

票が行われた。この「Voting Over the 

Internet Pilot Project」と名付けら 

れた事業は、21 ヵ国４州で実施され、 

無事成功に終わった。 

② 「Secure electronic  

registration and Voting experiment」 

2002 年の事業の成功を受け、2004 年 

の選挙でも海外からインターネットを 

返信封筒  

在外米国人  在外公務員・軍属  

Voting Over the Internet 

Pilot Project 報告書  

 

出典：Federal Voting Assistance Program 資料より
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出 典 ： General Accounting Office 「 VOTERS WITH 

DISABILITIES Access to Polling Place and 

Alternative Voting Methods」より作成  
 
 

利用した大規模な投票を行う「Secure electronic registration 

and Voting experiment」(SERVE)こととしている。 

この事業には、数社の電子投票機器を製造している会社も参加する

など官民一体となり、事業を進めている。これは、選挙人の登録から

投票、集計までの全ての過程をカバーするものであり、20 万人がこ

の事業に参加する予定である。 

この事業で重要なのは、 

・ 本人確認（ＰＫＩ（public key infrastructure）、電子署名によ

る在外投票者の確認、登録した人が本人であるかの確認） 

   ・ 選挙人登録をした州で投票しない選挙人の情報のデータベース化 

   ・ 実際にインターネットを使用して投票する。 

   ・ 実際に SERVE によって投票した選挙人の票だけをカウントする。 

  ことである。 

   2004 年の選挙に向けて、予算を取得し、システムを構築している。 

 

９ 投票所 

(1)  投票所の設置場所 

   表は全ての投票所 

を調査したものであ 

る。 

投票所は公共施設 

を利用しているもの 

がほとんどであるが、 

中には個人の自宅を 

投票所にしている例 

も４％ある。 

(2)  投票所の開閉時間 

   各州において開閉 

時間は異なる。  
 

宿舎
4%

警察又は
消防署

9%

その他
10%

教会
18%

市役所又
は合同
庁舎
14%

図書館又
はｺﾐｭﾆﾃｨ

ｾﾝﾀｰ
21%

学校
24%
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投票所開場時間 投票所閉場時間 備 　考
Alabama  8時 より早く 18時～20時の間
Alaska 7時 20時
Arizona 6時 19時
Arkansas 7時30分 19時30分
California 7時 20時
Colorado 7時 19時
Connecticut 6時 20時
Delaware 7時 20時
Florida 7時 19時
Georgia 7時 19時または20時 開閉時間は投票所の規模による。
Hawaii 7時 18時

Idaho  8時 20時
投票所の選挙人が全て投票を終了した場合は、早
めに閉場することができる。

Illinois 6時 19時
Indiana 6時 18時
Iowa 7時 21時 開閉時間は投票所の規模による。
Kansas 6時～7時の間 19時～20時の間
Kentucky 6時 18時
Louisiana 6時 20時

Maine 6時～10時の間 20時
開閉時間は投票所の規模による。
投票所の選挙人が全て投票を終了した場合は、早
めに閉場することができる。

Maryland 7時 20時
Massachusetts 7時より早く 20時
Michigan 7時 20時
Minnesota 7時又は10時 20時 開閉時間は投票所の規模による。
Mississippi 7時 19時
Missouri 6時 19時

Montana 7時又は12時 20時
開閉時間は投票所の規模による。
投票所の選挙人が全て投票を終了した場合は、早
めに閉場することができる。

Nebraska
中央標準時7時、
東部標準時8時

中央標準時19時、
東部標準時20時

Nevada 7時 19時
New Hampshire 11時より早く 21時より遅く 開閉時間は投票所の規模による。
New Jersey 7時 20時
New Mexico 7時 19時
New York 6時 21時
North Carolina 6時30分 19時30分

North Dakota 7時から9時の間 19時から21時の間
開閉時間は投票所の規模による。
投票所の選挙人が全て投票を終了した場合は、早
めに閉場することができる。

Ohio 6時30分 19時30分
Oklahoma 7時 19時
Oregon 7時 20時
Pennsylvania 7時 20時
Rhode Island 6時から9時の間 20時
South Carolina 7時 19時
South Dakota 7時から8時の間 19時から20時の間
Tennessee 7時から8時の間 19時から20時の間 開閉時間は投票所の規模による。
Texas 7時 19時
Utah 7時 20時
Vermont 6時から10時の間 19時
Virginia 6時 19時
Washington 7時 20時
West Virginia 6時30分 19時30分
Wisconsin 7時から9時の間 20時 開閉時間は投票所の規模による。
Wyoming 7時 19時

（出典：Federal Election Commission(FEC)資料より作成）
投票所の開閉時間
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10 選挙人登録名簿に名前がない場合の投票 

  選挙人登録名簿の正確性について国勢調査によると 2000 年には、4,000

万人の有権者の 7.4 パーセントが登録人名簿の何らかの問題のために投

票できなかったと推測している。また、フロリダ州では、2000 年の大統

領選挙の前に州外の会社を雇い登録システムの欠陥について調査したが、

何百もの有資格の選挙人が誤って名簿から削除されており、その結果、彼

らは投票ができなかった。 

 有資格の選挙人が登録ミスにより投票ができない事態を防ぐため、半数 

以上の州では、選挙人名簿に登録されていなくても投票できる制度を持っ 

ている。なお、アイダホ州、メイン州、ミネソタ州、ニューハンプシャー 

州、ウイスコンシン州、ワイオミング州のように選挙の当日に投票所で登 

録をすることができる州もある。なお、ノースダコタ州では、登録の必要 

がない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

選挙人登録名簿に名前がみつからない場合の投票方法には、以下の３つ

の場合がある。 

 ① 暫定投票(Provisional ballots) 

   選挙人登録名簿に名前が見つからなく、投票所では確認できない場

合、暫定的に投票ができる。その投票用紙は封筒に入れられ別に保管

される。後日、カウンティの選挙管理委員会で調査された後、有資格

であると認められた場合は票がカウントされる。16 州で採用。     

 

暫定投票(Provisional ballots)
制限付暫定投票(Limited provisional ballots)
宣誓投票(Affidavit ballots)
暫定的な投票制度をもっていない。(No provisional ballot system)

暫定的投票不必要(Unnecessary or not applicable)
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  ② 制限付暫定投票(Limited provisional ballots) 

       選挙人登録名簿に名前が見つからなく、投票所では確認できない

場合、誓約書を書いた上で暫定的に投票ができる（３州で採用）。そ

の投票用紙は封筒に入れられ別に保管される。後日、カウンティの選

挙管理委員会で調査された後、有資格であると認められた場合は票が

カウントされる。オハイオ州では新しい移動先の住所を記入した上で

暫定的に投票ができる。その後のプロセスは他の３州と同様。  
  ③ 宣誓投票 (Affidavit ballots) 
    選挙人登録名簿に名前が見つからなく、投票所では確認できない場

合、誓約書を書いた上で暫定的に投票ができる。その投票用紙は通常

の投票用紙と一緒にカウントされる。５州で採用。   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　　　　　　　区Provisional Limited Affidavit No system Unnecessary

州名 required Provisional

Alabama ○
Alaska ○
Arizona ○
Arkansas ○
California ○
Colorado ○
Connecticut ○
Delaware ○
Florida ○
Georgia ○
Hawaii ○
Idaho ○
Illinois ○
Indiana ○
Iowa ○
Kansas ○
Kentucky ○
Louisiana ○
Maine ○
Maryland ○
Massachusetts ○
Michigan ○
Minnesota ○
Mississippi ○
Missouri ○
Montana ○
Nebraska ○
Nevada ○
New Hampshire ○
New Jersey ○
New Mexico ○
New York ○
North Carolina ○
North Dakota ○
Ohio ○
Oklahoma ○
Oregon ○
Pennsylvania ○
Rhode Island ○
South Carolina ○
South Dakota ○
Tennessee ○
Texas ○
Utah ○
Vermont ○
Virginia ○
Washington ○
West Virginia ○
Wisconsin ○
Wyoming ○

選挙人登録名簿に名前がみつからない場合の投票方法
（出典：Election Onlin資料より作成）
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11 不在者投票 

  選挙人が選挙の当日何らかの理由で投票出来ない場合、不在者投票制度  
により、投票することができる。不在者投票は事前に郵送または選挙管理  
委員会に持ち込まれた投票用紙を選挙の当日にカウントする投票をいう。 

なお、州によっては、事前に投票所で投票を行うことができる制度もあ  
るが、この場合は事前投票 (early vote)という。  

(1)  不在者投票(absentee vote)  

   全ての州で採用されている。  
  ① 不在者投票の方法 

  ア 不在者投票を希望する有権者はカウンティの選挙管理委員会か

ら不在者投票用紙を受け取る。 

イ カウンティの選挙管理委員会が定めた期限までに申請用紙を提

出する。 

  ウ 申請に不備がなければ、申請者が申請した住所に不在者投票用紙

が送付される。 

  エ 記載した不在者投票用紙を各カウンティが定めた期日までに届

ける。 

   
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

カリフォルニア州の不在者投票申請用紙 (日本語版の選挙公報より ) 
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②   不在者投票の理由  
     30 州が不在者投票を行うために何らかの理由が必要であり、残り  

20 州では、理由は必要ではない。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　　　　区分
州名
Alabama ○ 1.2.3.4.5.6.7 1 州、カウンティまたは町に不在
Alaska ×
Arizona ×
Arkansas ○ 1.2 3 投票所開場中に勤務中

California ×

Colorado ×
Connecticut ○ 1.2.3.5.6.8 5 配偶者又は扶養者が米国の軍人
Delaware ○ 1.2.5.8 6 選挙事務従事者
Florida × 7 緊急事態（健康、仕事関係）
Georgia ○ 1.2.6.8.9.10 8 宗教の休日又は活動日
Hawaii ×
Idaho ×
Illinois ○ 1.2.4.6.8.9.11 10 高齢
Indiana ○ 1.2.3.6.10 11 陪審員
Iowa ○ 1.2.12 12 本人の都合で行くことができない。
Kansas ×
Kentucky ○ 1.2.3.4.5.7.10.13.14.16
Louisiana ○ 1.2.4.5.8.9.10.11.13.15.17.18 14 臨月の妊婦
Maine ×
Maryland ○ 1.2.4.13.15.17
Massachusetts ○ 1.2.4.5.8.12
Michigan ○ 1.2.5.6.7.8.10.13
Minnesota ○ 1.2.5.6.8 16 選挙管理委員
Mississippi ○ 1.2.3.4.10
Missouri ○ 1.2.5.6.8.13.19
Montana × 18 郵便によって選挙人登録をした者
Nebraska × 19 連邦政府の職員
Nevada ×
New Hampshire ○ 1.2.5.8
New Jersey ○ 1.2.3.4.8.14
New Mexico ×
New York ○ 1.2.4.13.15
North Carolina ○ 1.2.6.8.13
North Dakota ×
Ohio ○ 1.5.7.8.9.10.13
Oklahoma ×
Oregon ×
Pennsylvania ○ 1-13.17.18.19
Rhode Island ○ 1.2.4.5.6.8.13
South Carolina ○ 1-8.10.11.13.15
South Dakota ○ 1.2.3.4.5.8
Tennessee ○ 1.2.4.8.10.11.16
Texas ○ 1.2.10.13
Utah ○ 1.2.5.6.7.8.11.13
Vermont ×
Virginia ○ 1.2.3.4.5.6.8.13
Washington ×
West Virginia ○ 1.2.3.4.5.6.7.10.13
Wisconsin ×
Wyoming ×
date:  July 2001

要件の有無 選挙日当日不在の理由

重度の病気又は身体疾患がある。家族
が死に直面している又は重篤である。

居住しているカウンティの外の学校に
通学している。

4

司法職員、選挙従事者、選管委員、州
の職員

17

2

不在者投票の要件
（出典：Federal Election Commission(FEC)資料より作成）

犯罪の嫌疑がかけられ投獄中である
が、有罪判決を受けていない。

精神療法のため不本意ながら、公の機
関に収監されているが、裁判所等から
精神的無能力者の宣告は受けていな
い。

13

15

公の健康、安全、生活を守るための勤
務中

9
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(2)  事前投票(early vote) 

 事前に投票所で投票をすることができる制度であり、38 州で採用され

ている。  
  ① 事前投票の方法 

  ア 不在者投票を希望する有権者はカウンティの選挙管理委員会か

ら不在者投票用紙を受け取る。 

イ カウンティの選挙管理委員会が定めた期限までに申請用紙を提

出する。 

  ウ 申請に不備がなければ、申請者が申請した住所に不在者投票用紙

が送付される。 

  エ 記載した不在者投票用紙を各カウンティが定めた投票所に持ち

込み投票する。 

②   事前投票の理由  
     基本的には、不在者投票の理由と同じであるが、テキサス州のよう  

に理由がいらない州がある。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事前投票 事前投票
Alabama × Montana ○
Alaska ○ Nebraska ○
Arizona ○ Nevada ○
Arkansas ○ New Hampshire ×
California ○ New Jersey ×
Colorado ○ New Mexico ○
Connecticut × New York ×
Delaware × North Carolina ○
Florida ○ North Dakota ○
Georgia ○ Ohio ○
Hawaii ○ Oklahoma ○
Idaho ○ Oregon ○
Illinois ○ Pennsylvania ×
Indiana ○ Rhode Island ×
Iowa ○ South Carolina ○
Kansas ○ South Dakota ○
Kentucky × Tennessee ○
Louisiana ○ Texas ○
Maine ○ Utah ○
Maryland × Vermont ○
Massachusetts ○ Virginia ○
Michigan ○ Washington ×
Minnesota ○ West Virginia ○
Mississippi ○ Wisconsin ○
Missouri ○ Wyoming ×
General Accounting Office
「VOTERS WITH DISABILITIES Access to Polling Place and Alternative Voting Methods」より作成

各州における事前投票の状況
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(3) メリーランド州における不在者投票の実践 

  ① 要件 

       メリーランド州では以下の理由で投票日に投票所に行けない場合、 

不在者投票が認められている。 

      ア 選挙人登録をしているカウンティに不在の予定である。 

     イ 重度の病気、身体疾患がある。 

     ウ 服役中若しくは公共の機関への外出を制限されている。 

エ 家族が死に直面しているまたは重篤である。 

オ 公の学術研究のため大学若しくは研究所を離れることができな

い。 

       カ 選挙業務従事者であり、当日投票所に行くことができない。 

      キ 65 歳以上であり、かつ投票所へ行くことができない。 

② 投票方法 

ア 不在者投票を希望する有権者は、カウンティの選挙管理委員会に

不在者投票申請用紙を 

・ 郵送の場合：投票日の前の火曜日 16:30 まで 

・ FAX の場合：投票日の前の火曜日 23:59 まで 

    に提出 

イ 申請用紙に不備が無ければ各申請者が申請した住所に不在者投

票用紙が送付される。 

ウ 記載した不在者投票用紙を 

    ・ 代理人等が直接提出する場合：投票所が閉まる前（20 時）ま

で 

・ アメリカ国内から郵送の場合：投票日の次の日の水曜日 16:00

まで 

・ アメリカ国外から郵送の場合：投票日の次の週の金曜日 16:00

まで 

    に各カウンティの選挙管理委員会に届くことが必要。また、郵送の

場合は、国内、国外とも投票日の前日までの消印があることが必要

である。 
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不在者投票申請用紙（メリーランド州モンゴメリーカウンティ）  



 24

(4)  インディアナ州での実践   

① 要件 

インディアナ州では以下の理由で投票日に投票所に行けない場合 

不在者投票が認められている。 

    ア 選挙人登録をしているカウンティに不在の予定である。 

    イ 選挙管理委員会職員である。 

   ウ 病気または傷病により外出できない。 

   エ 障害を持っている。 

   オ 65 歳以上である。 

カ 家族が死に直面しているまたは重篤である。 

    キ 投票所が空いている時間ずっと仕事をしているため投票に行く

ことができない。（投票所は、6：00～18：00 まで空いている。） 

②  投票方法 

ア 郵便投票を希望する有権者は、カウンティの選挙管理委員会に不

在者投票申請用紙を申し込まなければならない。 

   イ 必要事項を記載後、投票日の６日前までに選挙管理委員会にＦＡ

Ｘまたは郵送にて届出なければならない。 

ウ 申請用紙が適正なものと認められた場合、不在者投票用紙が有権

者に郵送される。 

エ 記載された不在者投票用紙は、投票日の 29 日前から投票日の２

週間前の土曜日までに本人、家族または代理人が、選挙管理委員会

に持ち込むまたは郵送しなくてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不在者投票申請用紙（インディアナ州）  
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(5)  ジョージア州での実践   

①  要件 

ジョージア州では以下の理由で投票日に投票所に行けない場合、郵

便投票が認められている。 

    ア 選挙人登録をしているカウンティに朝 7：00～19：00 まで不在の

予定である。 

    イ 75 歳以上である。 

ウ 重度の病気、身体疾患があるまたは家族が死に直面しているまた

は重篤である。 

    エ 選挙業務従事者であり、当日投票所に行くことができない。 

    オ 宗教上の祝日を祝うために選挙に行けない。 

    カ 公共の生活、健康または安全を守るために自分の持ち場を離れる

ことができない。 

② 投票方法 

ア 郵便投票を希望する有権者は、カウンティの選挙管理委員会に不

在者投票申請用紙を投票日の 180 日前までに申し込むことができ

る。 

   イ 不在者投票申請用紙は、 

・ 直接本人が取りに来る。 

・ 郵送 

   ・ ファクシミリ 

・  ウェブサイト 

の方法により、得ることができる。 

   ウ 不在者投票申請用紙と一緒に 

・ 不在者投票用紙を送付する住所 

   ・ 不在者投票を希望する理由  

    ・ 希望者が本人であると証明する書類 

    を郵便にて選挙管理委員会に送付する。 

   もし、身体に障害があり、本人が届出をできない場合または現在他

の場所に仮住まいの場合は、不在者投票用紙を近親者が届出すること

も出来る。 
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不在者投票申請用紙（ジョージア州）  
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(6) テキサス州における不在者投票および事前投票の実践 

テキサス州では、事前投票所に行き投票する事前投票と郵便による  
不在者投票を行っている。  

 ① 事前投票所での投票 (事前投票 )：特別の理由は不要であり、投票日

の 17 日前から４日前の間、カウンティ内のどこの事前投票所でも

投票ができる。  
② 郵送による投票（不在者投票）：  

・ 投票日および事前投票所での直接投票が可能な日にカウンティ

内に不在であること。  
・  身体障害者であること。  
・  投票日に 65 歳以上であること。  
・  刑務所に入所していること。  

のいずれかの理由がないと認められない。このいずれかの条件を

満たす場合には、投票日の 60 日前から７日前までに事前投票の

申請用紙を提出しなくてはならない。また、記載した投票用紙を

投票日の午後７時までに選挙管理委員会に送り返さなければな

らない。  
2000 年 11 月の選挙では、全体の投票の 43％が事前投票で行わ

れ、そのうちの 91％が事前投票所における投票であった。  
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12 投票用紙の様式 

 (1)  投票用紙に印刷する候補者の氏名の順序のローテーション 

   投票用紙の初めに印刷してある候補者のほうが後の候補者よりも有

利であるとして、候補者の名前をローテーションしている州がある。  
選 挙 形 態   

全ての選挙においてﾛｰﾃｰｼｮﾝを行っている。  16 州  
予備選挙限定 (Primary election)のみ。  ３州  

制

度

有  地方団体選挙限定 (Local election)のみ。  １州  
制  度  無  30 州  

 (2) 投票用紙に印刷してある候補者以外の記入 

   投票用紙に印刷してある候補者以外に投票したい候補者がいる場合、  
候補者名を記入することができる州がある。  

選 挙 形 態   
予備選挙および一般選挙 (General Election) 24 州  制  

度  
有  

一般選挙  20 州  

制度無し  ６州  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　　　　　区分 　　　　　区分
州名 州名
Alabama × 一般 Montana ○ 予・一
Alaska × 一般 Nebraska ○ 予・一
Arizona ○ 予・一 Nevada × ×
Arkansas × 一般 New Hampshire 予備 予・一
California ○ 予・一 New Jersey ○ 予・一
Colorado × 予・一 New Mexico × 予・一
Connecticut × 一般 New York × 予・一
Delaware × 一般 North Carolina 予備 一般
Florida × 一般 North Dakota ○ 予・一
Georgia × 一般 Ohio ○ 予・一
Hawaii × × Oklahoma ○ ×
Idaho ○ 予・一 Oregon × 予・一
Illinois × 予・一 Pennsylvania × 予・一
Indiana × 一般 Rhode Island × 一般
Iowa ○ 予・一 South Carolina × 一般
Kansas ○ 一般 South Dakota × ×
Kentucky ○ 一般 Tennessee × 予・一
Louisiana × × Texas ○ 一般
Maine × 予・一 Utah × 一般
Maryland × 一般 Vermont × 予・一
Massachusetts × 予・一 Virginia × 一般
Michigan ○ 予・一 Washington 予備 予・一
Minnesota ○ 一般 West Virginia × 一般
Mississippi 地方選挙 × Wisconsin × 予・一
Missouri × 一般 Wyoming ○ 予・一
予備：予備選挙

一般：一般選挙

予・一：予備選挙及び一般選挙

投票用紙（候補者のローテーション及び候補者以外の記入）
（出典：Federal Election Commission(FEC)資料より作成）

BALLOT
ROTATION WRITE IN'S BALLOT

ROTATION WRITE IN'S
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13 選挙の当日の勤務および就学体制(州の職員、民間企業、学校） 

  州によって州の職員、民間企業の社員および学生が選挙に行きやすいよ  
うに選挙の当日休日をとることができるとしている州がある。（地方団体  
の対応については各カウンティによる。）  

 (1)  選挙の当日を休日にしている州 

   12 州が選挙の当日を休日としている。  
(2)  州の職員が休暇を取ることができる州 

22 州が終日休みを取ることができるとし、９州が時間休暇を取ること

ができるとしている。  
 (3)  民間企業の社員が休暇を取ることができる州 

   ２州が終日休みを取ることができるとし、24 州が時間休暇をとるこ  
とができるとしている。  

 (4)  学校が休暇となる州 

９州が学校を休校とすることができるとしている。  
時  間  休  暇   終  日

４時間 ３時間 ２時間  １時間  

取得  
不可  

選挙当日休日  12 州  －  －  －  －  38 州  
州政府職員休日取得可  22 州  １州  ３州  ４州  １州  19 州  
民間企業社員休日取得可  ２州  ２州8 ７州  14 州  １州  24 州  
学校休校  ９州  －  －  －  －  41 州  

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                           
8 ミネソタ州の昼までの休暇を含む。  

　　　　区分 　　　　区分
州名 州名
Alabama × × × × Montana ○ ○ × ×
Alaska × ○ ○ × Nebraska × × 最大２時間 ×
Arizona × × × × Nevada × 最大３時間 最大３時間 ×
Arkansas × ○ ３時間 × New Hampshire × × × ×
California × 最大２時間 最大２時間 × New Jersey × ○ × ×
Colorado × 最大２時間 最大２時間 × New Mexico × ○ 最大２時間 ×
Connecticut × × × 選択 New York ○ ○ 最大２時間 ×
Delaware ○ ○ × ○ North Carolin × × × ×
Florida × ○ × × North Dakota × ○ × ×
Georgia × × 最大２時間 × Ohio ○ × × ×
Hawaii ○ ○ 最大２時間 ○ Oklahoma × ○ 最大２時間 ×
Idaho × × × × Oregon × ○ ○ ×
Illinois × ○ 最大２時間 ○ Pennsylvania × × × ×
Indiana ○ ○ × × Rhode Island ○ ○ × ○
Iowa × 最大３時間 最大３時間 × South Carolin ○ ○ × ○
Kansas × ○ 最大２時間 × South Dakota × 最大２時間 最大２時間 ×
Kentucky × ４時間 ４時間 × Tennessee × 最大３時間 最大３時間 ×
Louisiana ○ ○ × × Texas ○ 最大２時間 最大２時間 ×
Maine × × × × Utah × ○ 最大２時間 ×

Maryland ○ ○ 最大２時間
5 CO.
MAY

Vermont × × × ×

Massachusetts × × × × Virginia × × × 60%○
Michigan × × × × Washington × × × ×
Minnesota × ○ 昼まで × West Virginia ○ ○ 最大３時間 ○
Mississippi × × × × Wisconsin × × 最大３時間 ×
Missouri × × 最大３時間 × Wyoming × 最大１時間 最大１時間 ×

選挙の当日の勤務及び就学体制
（出典：Federal Election Commission(FEC)資料より作成）

ELECTION
DAY

HOLIDAY

STATE
EMPLOYEES OFF

PRIVATE
EMPLOYEES OFF

SCHOOLS
CLOSED

ELECTION
DAY

HOLIDAY

STATE EMPLOYEES
OFF

PRIVATE
EMPLOYEES OFF

SCHOOLS
CLOSED
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14  選挙当日の投票所近くでの選挙運動 

  選挙当日の投票所近くでの選挙運動については、ノースダコタ州および  
バーモント州以外では認められているが、投票所からの距離が決められて

いる。ニューハンプシャー州およびペンシルベニア州では、投票所から

10 フィートと短いが、ルイジアナ州では投票所から 600 フィート離れな

くてはならないとしている。  
   

15 出口調査の規制 

  出口調査の規制を行っている州が 28 州ある。その他の州ではアイオワ  
    州のように投票所のドアの外であれば良い州、サウスダコタ州のように

投票所から 100 フィート離れれば良い州など様々である。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　　　　　区分 　　　　　区分
州名 州名
Alabama 30 FT × Montana 200 FT 投票所の外

Alaska 200 FT × Nebraska 200 FT 20 FT

Arizona 75 FT 75 FT Nevada 100 FT ×

Arkansas 150 FT 100 FT New Hampshire 10 FT
地方団体によ
り異なる。

California 100 FT × New Jersey 100 FT 100 FT

Colorado 100 FT
地方団体によ
り異なる。 New Mexico 100 FT 50 FT

Connecticut 75 FT × New York 100 FT 100 FT

Delaware 50 FT × North Carolina 50 FT 50 FT

Florida 50 FT 50 FT North Dakota × ×

Georgia 150 FT 25 FT Ohio 100 FT ×

Hawaii 200FT × Oklahoma 300 FT 50 FT

Idaho 100 FT × Oregon 100 FT 100 FT

Illinois 100 FT × Pennsylvania 10 FT ×

Indiana 50 FT × Rhode Island 50 FT 50 FT

Iowa 300 FT ドアの外 South Carolina 200 FT ×

Kansas 250 FT × South Dakota 100 FT 100 FT

Kentucky 500 FT × Tennessee 100 FT ×

Louisiana 600 FT × Texas 100 FT 100 FT

Maine 250 FT × Utah 150 FT ×

Maryland 100 FT ○ Vermont × ×

Massachusetts 150 FT × Virginia 40 FT 40 FT

Michigan 100 FT 20 FT Washington 300 FT ×

Minnesota 100 FT × West Virginia 300 FT ×

Mississippi 30 FT × Wisconsin 100 FT ×

Missouri 25 FT 25 FT Wyoming 300 FT ×

選挙の当日の選挙運動及び出口調査の規制
（出典：Federal Election Commission(FEC)資料より作成）

ELECTIONEER
ING BANNED

WITHIN

EXIT
POLLING
BANNED

ELECTIONEER
ING BANNED

WITHIN

EXIT
POLLING
BANNED
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第２章 高齢者および身体障害者に対する選挙対応 

１ 情報提供(演説会、ＴＶ討論等) 

米国では、必ずしもすべての番組に字幕を義務付けてはいないが、公的

なサービスの発表や政府広報などには、字幕をつけることが要求されてい

る。また、ホテル、病院および公共施設では、すべてのテレビに字幕をつ

けるよう定められている。 

なお、公の場所等で障害を持つ者が、情報を得ることに関して障害を理

由に差別を受けないよう主に下記の３つの法律により権利を守られてい

る。 

(1) 「障害を持つアメリカ人に関する法律」(1990 年) 

（Americans with Disabilities Act) 

「障害を持つアメリカ人に関する法律」（以下「ADA 法」という。）」は、

1990 年 7 月に成立した。ADA 法は、「雇用」・「公共サービス」・「公衆用

施設等」・「通信」・「雑則」の 5 部構成となっている。この法律は、障害

を持つ個人に対し、公共的機関・民間事業者が提供する各種サービスや

雇用の面で、健常者との機会均等を図ろうとするものであり、障害に基

づく差別を広く禁じている。 

(2) 「テレビデコーダー回路法」(1990 年) 

(Television Decoder Circuitry Act) 

テレビデコーダー回路法は、米国で販売される 13 インチ以上のテレ

ビには必ず字幕デコーダーをつけなくてはならないという法律である。 

(3) 「電気通信法」(1996 年)(Telecommunications Act) 

電気通信法は、新規に作成されるすべてのテレビ放送用ビデオプログ 

ラム(ニュースや映画などを含む。)の提供者が、100％クローズド・キ

ャプションをつけることを義務付けた。 
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２ 投票所におけるバリアフリーおよび投票所へのアクセスを容

易 

にする取組み 
(1)  投票所におけるバリアフリー 

第１章９「投票所」において述べたように投票所の多くは公共の施設

を利用している。 

ADA 法 第 3 部 「公衆用施設等」の規定により、公衆の利用に供され

る施設（ホテル、レストラン、劇場、博物館等）を管理運営する民間事

業者に対し、障害者がこれらの施設を容易に利用できるよう整備すべき

旨を規定している。民間事業者は、一般に提供する商品、サービス、施

設設備等について障害者を差別してはならず、 

① 新設の建物は障害者にとっても容易に利用可能なものに整備する

こと。 

② 既存の建物についても実現可能な範囲内でその改変を行うこと。 

③ サービス提供の方針に適切な障害者施策を盛り込むこと（企業活動

に支障が及ぶほどの経済的負荷がかかる場合等を除く。）。       

④ 特定のサービスからの障害者の排除や一般顧客からの分離・区別を

避けること。 

などが要請されている。 

 ADA 法は新規に建設される建物から適用されることから、現在のとこ

ろ各投票所の 76％以上は障害者の投票所へのアクセスに何らかの障害

を持っている。 

 

  

投票所の設置場所 

投票所に少なくとも

一つは障害者の障害

となる問題がある。

学校 24％ 78％ 

図書館又はコミュニティセンター 21％ 90％ 

教会 18％ 82％ 

市役所又は合同庁舎 14％ 91％ 

警察又は消防署 ９％ 76％ 

宿舎 ４％ 93％ 

その他 10％ 78％ 

出典：General Accounting Office 
「VOTERS WITH DISABILITIES Access to Polling Place and Alternative Voting Methods」 

より作成 

 
 (2)  投票所へのアクセス等   

高齢者および障害者が選挙の投票所へのアクセスを容易にするため

の技術的な援助について「高齢者および障害者投票アクセス法」(1984

年)（Voting Accessibility for the Elderly and Handicapped Act）
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以下「VAEHA 法」という。）に規定されている。投票所では、下記①か

ら⑥の基準が満たされるよう求められており、全ての条件が満たされる

と図１-２のようになる。また、下記のグラフは全投票所での調査結果

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 高齢者および障害者用の駐車場の確保 

   ② 駐車場から投票所までの道路の基準 

   ③ 投票所の入り口の基準 

   ④ Curbside Voting（路上投票）を可能にする。 

   ⑤ スロープの設置 

   ⑥ 車いす利用者用の投票ブース    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56%

16%28%

基 準 を

満 た し

ている。 

一つ以上基準

を満たしてい

ないが路上投

票ができる。  

一 つ 以 上 基

準 を 満 た し

ておらず、路

上 投 票 も で

きない。  

出典：VOTERS WITH DISABILITIES Access to Polling Place and Alternative Voting Methods

（図１―２）  

出典：VOTERS WITH DISABILITIES 

Access to Polling Place and 

Alternative Voting Methods 
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投票所へのアクセスを容易にする方法の一つとして、路上投票

(Curbside Voting) 1という投票方法があるが、基本的な方法として物理

的なハンディキャップを持っているまたは 65 歳以上の有権者が、車か

ら降りて登録してある投票所に補助無しで入れない場合、投票所にいる

選挙立会人が有権者の車まで行き、投票用紙を受け取ることにより、車

中で投票できるものである。（州により規定が異なる。） 

また、VAEHA 法には、高齢者および障害者が投票所に行くことができ

ない場合、郵便による投票等の他の代替投票の手段を講じなければなら

ないことが規定されている。 

(3)  各州の状況 

  ① 全ての投票所に容易に行くことができるようにする義務を課して

いる州：投票所によっては、高齢者および障害者用の対策がなされて

いない所もあるが、そのような状況を無くし投票所に容易に行くこと

ができるよう法律で定めている州は 36 州、制度を採用している州は

６州 

  ② 投票所に容易に行くことができるようにする基準を設けている州： 

    法律で定めている州は 23 州、制度を採用している州は 18 州 

  ③ 投票所に容易に行くことができるようになっているかの調査制度

を設けている州：法律で定めている州は 15 州、制度を採用している

州は 14 州 

  ④ 投票所に容易に行くことができるようになっているかの報告制度

を設けている州：法律で定めている州は 10 州、制度を採用している

州も 10 州 

  ⑤ 投票所に何らかの障害があり、行くことが難しい投票所の場所の広

報義務を設けている州：投票所によっては、高齢者および障害者用の

対策がなされていない所があるが、そのような投票所の情報を広報す

るよう法律で定めている州は 12 州、制度を採用している州は７州 

⑥ 選挙の当日の投票所の変更制度を設けている州：障害を持つ選挙人

が指定されている投票所に行けなくなった場合に投票所を変更でき

る制度を法律で定めている州は 22 州、制度を採用している州は４州 

⑦ 選挙の当日に路上投票が可能な州：法律で定めている州は 28 州、

制度を採用している州は３州 

  この他にもニューヨーク州のワレンカウンティでは、投票所に行くこと

が出来ない人のために送迎バスを運行している。また、ペンシルバニア州

の州法では、投票所に行けない老人のために老人ホームで投票することを

                                           
1 Curbside Voting:物理的なハンディキャップを持っている又は 65 歳以上の有権者が、登録して

ある投票所に補助無しで入れない場合、投票所の責任者に運転してきた車の中等で投票することが

できるよう依頼し投票することができる。（州により規定が異なる。）  
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要求することができると規定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

州名

Alabama 有 有 × × × × ×
Alaska 有 有 有 × × 有(法定) 有(法定)
Arizona 有 有 有 × 有 有 有
Arkansas 有(法定) 有 有(法定) 有(法定) × × 有(法定)
California 有(法定) 有 有 有 有(法定) 有(法定) 有(法定)
Colorado × 有(法定) × × 有(法定) 有(法定) 有(法定)
Connecticut 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有 有 有 ×
Delaware 有(法定) × × × 有(法定) 有(法定) ×
Florida 有(法定) 有(法定) × × × × ×
Georgia 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) × × ×
Hawaii × 有 × × × × 有(法定)
Idaho 有(法定) 有(法定) × × × 有 有(法定)
Illinois 有(法定) 有(法定) 有(法定) × 有(法定) 有(法定) 有(法定)
Indiana 有(法定) 有 × 有 × 有(法定) ×
Iowa 有 有 有 × 有 × 有(法定)
Kansas 有(法定) 有(法定) 有(法定) × × × 有(法定)
Kentucky 有(法定) 有 有 有 × × 有(法定)
Louisiana 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有
Maine 有(法定) 有(法定) × × × × 有(法定)
Maryland 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有 有 有(法定) ×
Massachusetts 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有 × × 有(法定)
Michigan 有(法定) 有 有 有 有 有 ×
Minnesota 有(法定) 有(法定) × × × × 有(法定)
Mississippi × × × × × × 有
Missouri × × × × × 有(法定) 有(法定)
Montana 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定)
Nebraska 有(法定) 有(法定) × × × × 有(法定)
Nevada 有(法定) × 有 有 × × 有(法定)
New Hampshire 有(法定) 有(法定) × × × × ×
New Jersey 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) ×
New Mexico 有(法定) 有 有(法定) × × × ×
New York 有(法定) 有(法定) × 有(法定) 有(法定) 有(法定) ×
North Carolina 有 有 有 有 × 有(法定) 有(法定)
North Dakota 有(法定) 有 有 × × × ×
Ohio 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有 × × 有(法定)
Oklahoma 有(法定) 有 有 有(法定) × 有(法定) 有(法定)
Oregon 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定)
Pennsylvania × × × × × × ×
Rhode Island 有(法定) 有(法定) 有 × 有(法定) 有(法定) 有(法定)
South Carolina 有(法定) × × × 有 有(法定) 有(法定)
South Dakota × × × × × × ×
Tennessee 有(法定) 有 × × 有(法定) 有(法定) ×
Texas 有(法定) 有(法定) 有 × × × 有(法定)
Utah × × × × × × ×
Vermont 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) × 有(法定) 有(法定)
Virginia 有(法定) 有 有 × × × 有(法定)
Washington 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) ×
West Virginia 有 有 × × × 有(法定) 有(法定)
Wisconsin 有(法定) 有 有 × 有 有(法定) 有(法定)
Wyoming × × × × × × ×
出典：General Accounting Office
「VOTERS WITH DISABILITIES Access to Polling Place and Alternative Voting Methods」より作成

各州における高齢者及び障害者への対応

　　　　区分
投票所へのアクセシビリティ

投票所に容易に
行くことができ
るようになって
いるかの報告制
度

投票所に何らか
の障害があり、
行くことが難し
い投票所の場所
の広報義務

選挙の当日に路
上投票が可能

全ての投票所に
容易に行くこと
ができるように
する義務

投票所に容易に
行くことができ
るようにする基
準

投票所に容易に
行くことができ
るようになって
いるかの調査制
度

選挙の当日の投
票所の変更制度
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車いす使用者専用ブース（左端）

e Slate 

 

 

３ 投票時の対応（車いすの使用、投票機器） 

 (1)  投票時に車いすを使用することができる場所の提供義務   

   投票時に車いすのまま投票ブースに入れるようにすることを法律で 

義務づけている州は 17 州、制度を採用している州は 15 州あり、その他 

の州では各投票所で必要があれば対応している。  
 (2)  投票機器 

  ① 一人で使用できる投票機器の供給義務 

投票の補助なく一人で投票機器を使用できるようにする義務を法

律で定めている州は 13 州、制度を採用している州は 10 州あり、その

他の州では各投票所で必要があれば対応している。  
② 高齢者および障害者に対応した投票機器の例 

＜障害者用 eSlate＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

項 目 選

択 ボ タ

ン (緑 )：  
ボ タ ン

を 押 す

と決定。  

視 覚 障

害 者 用

ヘ ッ ド

フ ォ ー

ン  

項 目 選 択

ボタン：ボ

タ ン を 押

す と 次 の

項 目 に カ

ー ソ ル が

移動する  

通常の eSlate
にヘッ ド フ ォ

ーンと 項 目 選

択ボタン（赤・

緑）を取り付け

るだけで、障害

者用に対応。ブ

レスコ ン ト ロ

ーラー接続可 

補助が必要な場合の呼び出しボタン  
(Election System & Software 社 ) 
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４ 視覚障害者への対応（投票用紙） 

(1)  点字の活用（視覚障害者への対応） 

  ① 点字投票用紙または他の方法での投  
票の機会を提供する義務  

    ロードアイランド州、テキサス州およ  
びバーモント州では点字等の使用を州法  
で定めており、ケンタッキー州、ノース  
カロライナ州およびバージニア州では制  
度を採用している。その他の州では各投  
票所で必要があれば対応している。  

② ロードアイランド州における点字 

(Braille ballot:ﾌﾞﾗｲﾕﾊﾞﾛｯﾄ)の活用について 

ロードアイランド州に選挙人登録をしており、点字投票を希望 

する有権者は、書面にて、自分の登録しているカウンティの選挙 

管理員会あてに投票日の 45 日前までに申し込みをしなければな 

らない。申込用紙は、州の専用申込書を使用するか、使用しない 

場合には、 

ア 希望する者の名前、登録してある住所 

イ 昼間の連絡用電話番号 

    ウ 点字投票の申請対象選挙が、次の選挙だけか、永久的な申請か 

    エ 自分の指示する政党（予備選挙の際の投票に使用する。） 

    オ 投票所での投票または郵便での投票どちらを希望するか。（もし、

郵便での投票を希望する場合には、不在者投票の申請をしなくて

はならない。） 

    カ 録音等音声機器を利用する場合には、自分のテープレコーダと

マイク付きのヘッドセットを用意しなければならない。 

    キ 申請者のサイン 

   が必要である。 

(2) 大きなサイズの投票用紙・ルーペ等拡大鏡の供給義務 

 通常の表示では見えない者用に表示を大きくした物または持ちやす 

いよう大きくした投票用紙等の準備をネバダ州およびテキサス州では 

法律で定めており、アーカンソー州およびケンタッキー州では制度を採 

用している。そのほかの州では各投票所で必要があれば対応している。 
また、７州でルーペ等拡大鏡の準備を法律で定めており、14 州で制 

度を採用している。なお、VAEHA 法は、高齢者および聴覚障害者のため

に TDD（Telecommunication Device for the Deaf）2のサービスを受け

                                           
2 TDD（Telephone Device for Deaf）  ：聴覚障害者用電話機。キーを打ってディスプレイに表示

される文字を読むことで相手と会話する。   

マサチューセッツ州の地方選挙で

使用された点字投票用紙  
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ることが可能にすること、大きなディスプレイをつける等規定している。 

５  高齢者および障害者のための不在者投票 

(1) 郵送による投票（不在者投票）について 

在宅からの郵送による投票は、「高齢者および重度の疾患または身体  
障害がある者」または「不在者投票に理由がいらない州」で、郵送によ

る投票（不在者投票）が認められる。（第１章 11「不在者投票」②「不

在者投票の理由」参照）  
(2) 永久的な不在者投票 

通常は、選挙毎に不在者投票申請用紙を提出しなくてはならないが、 
一度不在者投票の申請を行えば自動的に不在者投票用紙が送られてく

る制度を法律で定めている州は、17 州ある。  
(3) 郵送による投票用紙が選挙の当日後に届いても有効 

９州では、選挙の当日後に不在者投票用紙が届いても選挙の当日以前 

の消印があれば有効としている。  

 

６ 痴呆性老人および知的障害者の選挙権 

  裁判所等による精神的無能力者の決定があれば、選挙人登録ができな  
いとする州では、投票をすることができないが、それ以外の場合、基本  
的には痴呆性老人および知的障害者に対する選挙権の制限はない。（第  
１章５「選挙人登録」 (2)「選挙人登録要件（選挙権を有する者）」  
参照）  

 

７ 少数民族の言語による選挙時の情報提供 

アメリカ合衆国憲法修正第 15 条第一節3は、投票権の保障について規

定されているが、実際には 1965 年に投票権法(Voting Right Act.)が成

立するまで、投票権の保障はされていなかった。投票権法は、「読み書

きテスト」4を廃止させるとともに投票を妨げるような一切の制度を禁

じた。 

   投票権法は 1971 年の改正で最低投票年齢が 18 歳に引き下げられ、

1975 年に少数民族の言語による情報提供について規定した投票権法第

203 項が定められた。 

(1) 投票権法第 203 項の概要 

  ① 条項 

第 203 項は「州および州内の管轄区において、登録、投票通知、申 

                                           
3 「合衆国市民の投票権は、人種、体色または過去における労役の状態を理由として、合衆国また

は州によって拒否または制限されることはない。」  
4  憲法修正第 15 条の規定にかかわらず、選挙の際、教育が十分に行き届いておらず、読み書きが

できないアフリカ系を実質的に排除し続けていた。  
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し込み用紙、記入説明、補助説明または投票用紙を含め、選挙手続き

に関する関連文書または情報を提供する場合、英語および該当する少

数民族の言語で上記の文書および情報を提供するものとする。」と規

定している。 

 ② 管轄区 

     行政的小区域（通常カウンティであるが、州によっては町または市） 

内の全有権者数のうち、一万人以上または 5 パーセントに当たる有権

者が、単一少数民族言語グループを構成しているとともに識字率およ

び英語の能力が低い場合、その地域を管轄区域と定める。また、政府

指定インディアン保留地のために別途定める決議によって選挙管轄

区を定めることもできる。 

選挙管轄区の決定は、最新の国勢調査のデータに基づき、国勢調査 

局長により行われる。また、管轄区リストは、司法省公民権局投票課 

のサイトに掲載されている。http://www.usdoj.gov/crt/voting/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 言語 

    第 203 項で定める少数民族言語グループとは、歴史上、政治過程

により、排除されてきた言語グループであり、具体的には、スペイ

ン人、アジア人、アメリカ原住民、アラスカ原住民の各グループ。 

    ④ 選挙の範囲 

管轄区 Hispanic
American
Indian

Chinese Filipino Vietnamese Korean Japanese Aleut Eskimo Athabascan Native

Alaska 28 8 1 3 8 5 3
Arizona 22 6 16
California 44 26 3 6 3 3 2 1
Colorado 12 8 4
Connecticut 7 7
Florida 11 8 3
Hawaii 4 1 2 1
Idaho 5 5
Illinois 3 2 1
Kansas 6 6
Louisiana 1 1
Maryland 1 1
Massachusetts 6 6
Michigan 1 1
Mississippi 9 9
Montana 2 2
Nebraska 2 1 1
Nevada 7 1 6
New Jersey 7 7
New Mexico 39 22 17
New York 11 7 3 1
North Dakota 2 2
Oklahoma 2 2
Oregon 1 1
Pennsylvania 1 1
Rhode Island 2 2
South Dakota 19 19
Texas 108 105 2 1
Utah 2 2
Washington 4 3 1
U.S.Department of Justice Civil Right Division Voting Section
「Federal Register/Vol.67,No.144/Friday,July 26, 2002/Notices」より作成

各州における投票権法第203項の選挙管轄区の状況
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      管轄区内で行われる予備選挙、一般選挙、国民投票および各市の

選挙等すべての選挙に適用される。 

    ⑤ 提供すべき情報 

英語で提供されている情報はすべて少数民族言語でも提供しな

ければならない。 

この中には、投票用紙だけでなく、選挙人登録に関する情報、実

際の投票および投票会場での質問まで選挙関連の情報すべてを含む。  

（投票者登録、立候補者資格、投票会場通知、投票用紙見本、説明

用紙、投票者用選挙パンフレット、不在者投票と正規の投票） 

書面による正確な情報の翻訳が求められるとともに、口頭による

アシスタントサービスも同様に提供しなければならない。識字能力

が低い場合は、いかなる場面でも口頭による説明が特に重要となる。  

選挙当日は、少なくとも選挙区数カ所にバイリンガルの選挙従事

者を配置することが求められ、カウンティ又は市庁には、英語を話

す投票者に提供するサービスと同様に、少数民族の言語で質問に答

えられる能力を持つ職員を配置しなければならない。 

(2) 司法省(U.S. Department of Justice)の役割 

    ①  通知：司法省は、管轄区が第 203 項の定める地域である場合、その

管轄区にこれを通知し、少数民族コミュニティーにも連携を

取り、当該法の主旨を徹底する。 

②  援助：同省は管轄区に情報を提供し、当該法の遵守計画に関する質 

問に答える。 

③ 施行：同省は、連邦法違反の申し立てがあった場合、これを調査追 

求し、適切な強制措置を取る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e Slate における言語選択画面  
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州名

Alabama × × × × 有 × ×
Alaska 有 × × × 有 有(法定) 有(法定)
Arizona 有 有 × × × × ×
Arkansas 有 有(法定) × 有 有 × ×
California 有 有 × × 有 × 有(法定)
Colorado × × × × × × ×
Connecticut 有(法定) 有(法定) × × 有 × ×
Delaware × × × × × × ×
Florida × × × × × × ×
Georgia 有(法定) × × × × × ×
Hawaii 有 有 × × 有 × ×
Idaho 有 有 × × × × ×
Illinois × 有(法定) × × 有(法定) × ×
Indiana × × × × 有 × ×
Iowa 有(法定) × × × × 有(法定) ×
Kansas × × × × × × 有(法定)
Kentucky 有 有 有 有 有 × ×
Louisiana 有(法定) 有 × × × × 有(法定)
Maine × × × × 有(法定) × ×
Maryland 有 有(法定) × × × 有(法定) ×
Massachusetts 有(法定) 有(法定) × × × × 有(法定)
Michigan 有 有(法定) × × 有 × ×
Minnesota 有(法定) × × × × × 有(法定)
Mississippi × × × × × × 有(法定)
Missouri × × × × × × 有(法定)
Montana 有(法定) × × × × × ×
Nebraska 有(法定) × × × × 有(法定) ×
Nevada 有(法定) 有(法定) × 有(法定) × × ×
New Hampshire 有(法定) × × × × × ×
New Jersey × × × × × × 有(法定)
New Mexico 有(法定) 有(法定) × × 有(法定) × ×
New York 有(法定) 有(法定) × × × 有(法定) 有(法定)
North Carolina 有 有 有 × 有 × ×
North Dakota 有 有 × × 有 有(法定) ×
Ohio × 有(法定) × × × × ×
Oklahoma 有 有 × × 有(法定) × ×
Oregon 有(法定) × × × 有(法定) × 有(法定)
Pennsylvania × × × × × × ×
Rhode Island × 有(法定) 有(法定) × × × 有(法定)
South Carolina × × × × 有 × ×
South Dakota × × × × × × ×
Tennessee × × × × × × 有(法定)
Texas 有(法定) 有(法定) 有(法定) 有(法定) × × ×
Utah 有(法定) × × × × 有(法定) 有(法定)
Vermont 有(法定) 有(法定) 有(法定) × 有(法定) × ×
Virginia 有 有 有 × 有 × ×
Washington 有(法定) × × × 有(法定) 有(法定) 有(法定)
West Virginia 有 × × × × 有(法定) 有(法定)
Wisconsin 有 × × × 有 × 有(法定)
Wyoming × × × × × × ×
*　ほとんどの州で、選挙の当日以前の消印が必要
General Accounting Office
「VOTERS WITH DISABILITIES Access to Polling Place and Alternative Voting Methods」より作成

永久的な不在
者投票制度

投票所内等での障害者への対応

　　　　区分
車いすの使用・投票機器 視覚障害者への対応 不在者投票制度
投票時に車い
すを使用する
ことができる
場所の提供義
務

一人で使用で
きる投票機器
の供給義務

点字投票用紙
又は他の方法
での投票の機
会を与える義
務

大きなサイズ
の投票用紙の
供給義務

ルーペ等拡大
鏡の供給義務

郵送による投
票用紙が選挙
の当日後に届
いても有効*
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８ カリフォルニア州ロサンゼルスカウンティにおける高齢者 

および障害者に対する取り組み 
(1) 投票日前までのサービス  

① 聴覚障害がある者へのサービス 

聴覚障害がある市民は、誰でも TDD 

（Telecommunication Device for the 

 Deaf）5のサービスを受けることができる。 

②  カセットテープレコーディングサービス 

      州およびカウンティの予備選挙と総選挙のための投票パンフレッ

トの情報が録音されたカセットテープを視覚障害がある市民なら誰

でも選挙日の約 4 週間前に図書館又は盲人協会等で受け取ることが

できる。 

③ 永久的な不在者投票 

     カリフォルニア州法は、指定された障害6を持つ者の配偶者または

扶養者が「永久的な不在者投票者」としての地位を本人の代わりに申

請することを認めている。 

④ 郵便による投票 

どんな有権者も郵便による投票をすることができる。郵便による投

票を希望する有権者は、投票用紙の見本の冊子の後についている申込

書を選挙管理委員会に送付し、郵便による投票の投票用紙を申し込む。

もし、普通の手紙にて申し込みをする場合は、一人一枚、一選挙ごと

に投票日の７日前までに選挙管理委員会事務所に自宅の住所および

不在者投票用紙を送付する住所および署名を同封して郵送する必要

がある。 

⑤ 緊急の不在者投票 

    選挙の当日まで７日を切った後（締切りが過ぎた後）、 

急に選挙の当日に投票ができなくなった場合にも郵便によ 

る不在者投票をすることができる。希望する者は、偽証を 

していない旨の署名をした申請書を選挙管理委員会事務 

局に郵送しなければならない。 

⑥ 近隣地区での投票所の設置 

カリフォルニア州法は、有権者数が 1,000 人を超えた場合に１カ所

投票所を設置しなくてはならないとしている。このため、障害を持つ 

                                           
5 TDD（Telephone Device for Deaf）  ：聴覚障害者用電話機。キーを打ってディスプレイに表示

される文字を読むことで相手と会話する。   
6 指定された障害：片方の手足を失ったまたは動かない者、両手足を失ったまたは動かない者、片

手若しくは片足を失う持つ者、杖、松葉杖、歩行器または車いすを使わなくては動くことができな

い者、肺病に罹患している者、盲目の者、心疾患がある者、下肢関節の可動に著しい障害がある者、

移動することに著しく困難がある者  
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者は近隣の者と投票所に行き、気軽に安全に投票することができる。 

⑦ 投票所へのアクセス 

    車いすを使用している者が、アクセス可能な投票所7は投票用紙の

見本の冊子に記載されている。自分の投票所にアクセス不可能であれ

ば、予め選挙管理委員会事務局に電話をしておけば、近くの投票所に

行って投票8することができる。 

(2) 選挙日当日のサービス  

① 車いす使用者へのサービス 

    全ての投票所に車いす対応のブースが用意されている。 

② 投票介助 

    カリフォルニア州法では、投票に介助が必要な投票者は誰でも介助

が受けられると規定している。 

    介助を受ける者は、選挙管理委員会職員又は介助する者を選択する

ことができる。自分で投票が出来ない場合は、介助者を二人選び9投

票を介助させることができる。 

③ 投票機器 

電子投票機器を 2000 年 11 月の予備選挙に９カ所の投票所に設置し、

22,000 人が使用して好評を得た。電子投票機器には、視覚障害者等障

害を持つ者に対応する装置がついており、障害を持つ者が独自で投票

できるようになっている。（全ての投票所には配備されていない。） 

また、1992 年の投票権法改正により、対象となる言語で補助を必要

とすると申請した有権者、または英語以外の言語を母国語とする市民

が集中する地区に居住する有権者に対し、一定の条件を満たせば、投

票の際の補助を提供することが義務づけられている。 

他にも 

・ 投票所の場所、バイリンガル有権者登録カード、不在者投票用紙、

投票用紙見本などを請求および問い合わせ。 

・ 翻訳された選挙資料の自宅への郵送 

・ 指定投票所での投票補助のサービスを行っている。 

④ 投票所の外での投票(Curbside Voting)投票機器 

    投票所の投票場所へ障害のため行くことが出来ない場合は、選挙管

理委員会職員の介助により投票所の外で、投票することができる。 

⑤ 障害者用投票用紙の準備 

    全ての投票所に標準の表示では見えない者用に表示を大きくした

ものを準備している。また、持ちやすいように大きくしたカードを用

意している。 

 

                                           
7 現在、ロサンゼルスカウンティの 93％の投票所が車いすでのアクセス可能。  
8 地域によって投票用紙が異なるが、予め連絡をすることにより、自分の地域の投票用紙を準備し

てもらうことができる。  
9 自分の雇用者、雇用者の代理人、組合の長又は組合の職員は介助人になれない。  
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ロサンゼルスカウンティの高齢者および障害者用に作成されたパンフレット  
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